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あらまし 本報告では、モバイルコアネットワークにおけるM2M通信負荷を軽減する手法として通信集約に着目
し、通信集約がモバイルコアネットワークの負荷やM2M通信の特性に与える影響を明らかにする。具体的には、通
信集約を行う箇所の違いや、集約の度合が通信のためのベアラ確立にかかる時間に与える影響を数学的に解析し、集
約によって軽減されるモバイルコアネットワークの処理負荷や、M2M通信に新たに発生する遅延時間の特性を評価
する。数値評価の結果、通信集約を行うことでモバイルコアネットワーク内のノードの処理負荷が軽減するため、ベ
アラ確立にかかる時間が小さくなり、モバイルコアネットワークが収容可能な端末数が増加することを明らかにし
た。特に、MMEの処理能力が十分大きい場合に、S-GWにおいて通信集約を行うことで、モバイルコアネットワー
クが収容可能な端末数を約 6倍にできることを示した。
キーワード モバイルコアネットワーク、Evolved Packet Core (EPC)、Machine-to-Machine (M2M)通信、通信集約、
コントロールプレーン
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Abstract In this report, we focus on the aggregation method for the M2M communications in the mobile core networks to

decrease the control plane overhead in the network. We give the mathematical analysis for the bearer establishment latency

for each M2M terminal to begin the data transmission. The objective of the analysis is to reveal the effect of the aggregation

method on additional load on the mobile core network and the communication performance of M2M terminals. Through

numerical results we present that we can decrease the load of the mobile core networks by the aggregation method and reduce

the bearer establishment latency. Especially, when we assume enough processing performance for MME, we can increase

the capacity of the mobile core network by around six times in terms of the number of accommodated M2M terminals.

Key words Mobile core networks, Evolved Packet Core (EPC), Machine-to-Machine (M2M) Communication, bearer ag-
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1. は じ め に
携帯電話加入者数の増加や高機能なスマートフォン等の普

及により、3Gや LTEなどのモバイルネットワークにおいて、
データプレーンとコントロールプレーンの双方において発生
する輻輳への対応が課題となっている。ユーザトラヒックの増

大にともなうデータプレーンの輻輳に対しては、WiFi等の他
ネットワークへのトラヒックオフロードが研究・実用とも進ん
でいる [1-5]。しかし、このようなトラヒックオフロードはコ
ントロールプレーンの負荷軽減にはほとんど寄与しない。
また、スマートフォンの常駐アプリケーションが定期的に
発生させる制御メッセージの通信がモバイルネットワークを
圧迫していることが大きな問題となっている。加えて、モバ
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イルネットワークの新たな需要拡大を伴う通信形態として、
Machine-to-Machine (M2M) 通信が着目されている。M2M 通
信は、従来端末のとはその通信特性は大きく異なり [6]、通信
データ量は小さいが、端末数が膨大になるとされている。その
ため、M2M通信を行う端末 (以下ではM2M端末と呼ぶ)を従
来の携帯電話端末と同じ方式でモバイルネットワークに接続
すると、特にコントロールプレーンの輻輳が悪化すると考え
られる。M2M通信の輻輳問題については [7, 8]などでも検討
が行われている。
スマートフォンのようなユーザ端末のトラヒックはユーザの

端末操作に応じて発生し、通信に発生する遅延時間に対する
要求条件が厳しい。一方、M2M端末が発生させる通信の多く
は間欠的、定期的であり、遅延時間に対する制約はユーザ端末
に比べると緩い。そのため、M2M通信に対して制御を加える
ことで、モバイルコアネットワークの負荷を軽減する手法が検
討されている。例えば、文献 [9]では、M2M端末に要求され
る機能に限定して端末の通信モジュールを構成し、プロトコル
を簡素化することで、端末およびモバイルネットワークの負荷
を低下させることを提案している。文献 [10] では、LTE ネッ
トワークにM2M端末をできるだけ多く、かつ、通信品質を維
持しながら収容するための、通信受付制御及びスケジューリン
グ手法を提案している。
また、全ての端末をモバイルネットワークに直接接続するの

ではなく、端末をグループ化し、グループ内の端末間の通信は
Device-to-Device (D2D)通信 [11]や近距離無線通信などの他の
通信手段を用いて行い、モバイルネットワークへの接続はグ
ループを単位として行う、グループ化通信の検討が行われて
いる [12]。これにより、モバイルネットワークで処理される端
末、及びベアラ数そのものが削減されることが期待される。ま
た、同様の通信集約をモバイルネットワーク内で行うために、
通信集約の機能をモバイルネットワークのノードへ導入し、基
地局やゲートウェイノードで処理される複数端末のベアラを 1
本のベアラに集約することで、端末の修正を必要とせずに同
様の効果が得られると考えられる。
上述のような通信集約によるネットワークの負荷軽減の度合

は、集約を行う場所に依存する。一般的には、端末に近い箇所
で通信集約を行うことによって、ネットワークの広い範囲での
負荷軽減が期待される。例えば、端末のグループ化による通信
集約を行うことによって、モバイルネットワーク全体における
ベアラ数を低減することができる。また、より端末に近い箇所
で集約を行う場合、集約箇所において処理しているベアラや
端末の数が少ないため、通信集約のための処理負荷が小さい
ことも利点として挙げられるが、集約処理を行う機能を多く
の箇所へ導入する必要がある。一方、通信集約の欠点として、
集約箇所において決められた集約の度合に達するまで通信の
到着を待つことによって、端末の通信に新たな遅延時間が発生
することが挙げられる。この遅延時間は、集約の度合、及び集
約箇所における通信の到着頻度に依存して変化し、より端末
に近い箇所で集約を行うと、遅延時間が大きくなる。
また、集約効率、ネットワークの負荷軽減、および遅延時間

の間にある上述のようなトレードオフ関係は、ネットワークの
構成や収容される端末の分布などによっても変化する。例え
ば、ある基地局に収容されている端末が、異なるゲートウェイ
を通じて外部ネットワークに接続する場合、それらの通信のベ
アラを基地局で集約することはできないため、集約効率は低下
する。このような場合には、ゲートウェイにおいて集約を行う
ことで、複数の基地局から 1 つのゲートウェイにやってくる
ベアラを集約することができるため、集約効率は高くなるが、
上述したようにネットワークの負荷軽減の度合が小さくなる。
このように、通信集約によってモバイルネットワークの負荷

を軽減する手法には複雑な特性があり、端末の通信特性、集約
を行う場所や集約の度合などが、その性能に大きな影響を与え
る。しかし、既存の研究においては、このような特性は明らか
になっておらず、通信集約のためのパラメータ設定に関する指
針が存在しない。そこで本報告では、モバイルネットワークに
おける M2M通信の集約の際のパラメータを決定するために、
通信集約がモバイルネットワークの負荷やM2M通信の特性に
与える影響を明らかにする。具体的には、端末のグループ化を
行う場合やモバイルネットワーク内のノードおいて集約を行
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図 1 ネットワークモデル
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図 2 端末の通信モデル

う場合等の、集約箇所の違いや、集約の度合が性能に与える影
響を数学的に解析し、集約によって軽減されるモバイルネット
ワークの処理負荷や、M2M通信に新たに発生する遅延時間の
特性を評価する。最後に、解析結果を基に、収容されるM2M
端末の通信特性やネットワーク構成に応じて、適切な集約箇所
を選択し、集約の度合を決定するための指針を与える。

2. システムモデル

2. 1 ネットワークモデル
本報告で用いるネットワークモデルを図 1 に示す。ネット
ワークモデルは、通信を行う M2M端末群 (M2M UEs)、無線
ネットワーク、端末が接続する基地局と端末のモビリティ管
理のためのアンカーポイントとなる Serving GateWay (S-GW)
を接続する evolved Universal Terrestrial Radio Access Network
(eUTRAN)、S-GWと外部ネットワークとの接続点となる Packet
data network GateWay (P-GW)を接続する Evolved Packet Core
(EPC)と呼ばれるコアネットワークから構成される。図中には
示していないが、EPCにはMobility Management Entity (MME)
や Policy and. Charging Rules Function (PCRF)などのノードも
存在する。一般には S-GW及び P-GWはネットワーク中に複数
存在し、端末の設定内容によって接続される S-GW及び P-GW
が決定される。
図 1 には、1 台の端末が通信を行うために設定されるベア
ラの様子をあわせて示している。端末からの通信が発生する
と、端末はまず eNodeB との間に無線接続を確立する。その
後、eNodeBはMMEなどが保有する端末情報に基づいて、そ
の端末の通信に用いる S-GWおよび P-GWを決定し、無線ベ
アラを S-GWとの間に確立する。さらに、S-GWは P-GWと
の間にベアラを確立し、端末に払い出される IPアドレスを取
得する。これにより、端末が外部の IPネットワークに到達可
能となる。
ベアラは端末毎に設定され、通信の有無やその量に関係な
く維持される。そのため、モバイルネットワークに接続され
る端末数が増加すると、ネットワーク内のベアラ数が増加し、
それにともなうシグナリントラヒックの処理負荷が増大する。
特に、M2M端末はその数が膨大であるため、M2M端末をモ
バイルネットワークに収容するためには、ネットワークの処理
負荷を軽減することが重要である。

2. 2 端末の通信モデル
本報告においては、M2M 端末から発生する情報を、モバ
イルネットワークを介して収集するアプリケーションを想定
する。各端末は定期的な通信を行い、その周期を T とする。
また、各端末は、図 2に示すように、周期 T の開始から時間
T ′ (T ′ <= T )の間に、必ず一度通信を発生させるものとする。

— 2 —



!"#$%&'$()"!&*%&$++,"+$-./!

-0"!

*"$,",&$,,12$#)!

+"/",$-/+&$++,"+$3"!&*"$,",)! -0"&)#.3!

4! 5! 6! 7!8! 9! :!;!<! 4=!44!45!46! 47!

(a) 定期的に集約する場合
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(b) 1 本目が到着してからの時間経過に応じて集約する場合

図 3 通信集約の方法

T ′ = T の場合には、端末は周期 T 内ののいずれかの時刻に通
信を発生させる。本通信モデルは、スマートメータからの情報
収集のように、通信に発生する遅延時間の許容値に上限が存
在するような端末の通信を想定して構築している。
端末は指定された時間間隔中で、一様分布に従うタイミング

で通信を発生させるものとする。そのため、i番目の周期の開
始時刻を ti とし、端末が i番目の周期において、時間幅 [ti, t]
(ti <= t <= ti + T ′)の間に通信を発生させる確率を pi(t)とする
と、pi(t)は以下のような分布を持つ。

pi(t) =
t − ti

T ′ (1)

3. 通信集約手法
本章では、本報告において着目している通信集約手法の概

要を説明する。最初に、集約手法の概要、および集約によって
発生する遅延時間について説明する。次に、集約箇所として 3
箇所を想定し、それぞれの箇所によって集約を行うことによっ
て得られる利点と欠点について論じる。

3. 1 通信集約手法の概要
図 3 に、ある集約箇所において到着した通信が集約される

様子を示す。通信集約により、ネットワーク内に存在するベア
ラ数を削減できるため、コアネットワークの処理負荷を軽減す
ることができる。一方、本集約手法においては、端末から発生
する通信のデータ量そのものを削減することは考慮していな
いため、ユーザプレーンにおける処理負荷を改善することは
できない。
本研究では、通信集約の方法として、図 3(a)に示すような、

端末の通信周期、通信が到着する端末の台数、及び集約率から
決定された間隔 (以下ではタイムスロットと呼ぶ)で定期的に
集約を行う方法、及び、図 3(b)に示すような、前回の集約の
直後に通信が到着してから、タイムスロットに相当する時間が
経過した時点で集約する場合を考える。
これらの集約方法は、集約度に相当する本数に応じて集約

する場合に比べて、集約される本数が一定にならない欠点を
持つが、一方で、集約で発生する遅延時間が一定値を超えない
という利点がある。
本研究においては、集約度を、1つにまとめる通信数と定義

する。図 3 は、集約度を 4 とする場合を示している。図 3(a)
は、端末台数に応じて、平均的な集約度が 4になるようにタイ
ムスロット長を設定し、定期的に集約を行っている様子を表し
ている。図に示すように、通信到着のタイミングによっては、
集約度が 4とならない場合がある。図 3(b)は、前回の集約直
後に通信が到着してから、上述のタイムスロット長に相当する

時間が経過した時点で集約を行う集約を行う様子を表してい
る。この場合においても、集約される通信の本数が集約度に一
致しない場合がある。
通信集約には、集約のために遅延時間が発生することが欠
点として挙げられる。図 3においては、1番目に到着した通信
(緑の三角)が、集約処理されるまでに発生する遅延時間をあわ
せて示している。1. 章において述べたように、遅延時間の大
きさは集約箇所や端末の通信特性に影響を受ける。

3. 2 集約箇所と通信集約性能の関係
S-GW において通信集約を行う様子を図 4(a) に示す。本手
法においては、S-GW と P-GW の間のベアラを、eNodeB と
S-GWとの間のベアラに対して 1対 1に設定するのではなく、
eNodeBと S-GWとの間の複数のベアラ対して 1本のベアラを
用いる。集約された通信は P-GWで元の複数端末からの通信
に戻される。この集約により、S-GWと P-GWの間のベアラ数
を低減することが可能となり、S-GW や P-GWの処理負荷が
軽減される。eNodeBの通信処理負荷は変化しないが、S-GW
と P-GWの処理負荷をさらに軽減するために、集約するか否
かの判断を eNodeB が行い、その結果を S-GW との通信の際
に通知を行うことが考えられる。この場合には eNodeBの処理
負荷が増大する。また、異なる eNodeBに接続された端末から
の通信を集約することができる。しかし、eNodeBと S-GWと
の間のベアラ数は削減されないため、モバイルネットワークの
処理負荷の軽減度合は限定的である。

eNodeBにおいて通信集約を行う様子を図 4(b)に示す。本手
法においては、eNodeBに収容された端末からの通信を集約す
る。この場合、eNodeB での集約に関する情報を P-GW に通
知する必要がある。S-GWでは、eNodeBからの通信は 1台の
端末からに見えるため、処理負荷は増大しない。集約により、
eNodeBと S-GWの間に設定される無線ベアラ数を削減するこ
とができる。また、それにともない、S-GW と P-GW の間に
設定されるベアラ数も合わせて削減されるため、S-GWにおけ
る集約に比べて、モバイルネットワーク全体でのベアラ数の
削減効果が大きい。一方、集約の対象となる端末が、それぞれ
の eNodeBに収容された端末に限られるため、集約の度合を大
きくすることは、遅延時間の増大を伴う。また、異なる S-GW
及び P-GWを用いて通信を行う端末を 1つのベアラに集約す
ることはできないため、集約の効率が低下する。
端末のグループ化を行うことによる通信集約を行う様子を
図 4(c) に示す。本手法は、全ての端末をモバイルネットワー
クに直接接続するのではなく、端末をグループ化し、選択され
た代表端末やグループ内に新たに設置するゲートウェイ端末
が、モバイルネットワークへの通信を集約して行う。グループ
内の端末間通信は Bluetooth等の近距離通信を用いて行う。本
手法は、端末が無線ネットワークに接続を開始する前段階で集
約を行うため、eNodeB、S-GW、P-GWなどに新たな処理負荷
が発生せず、プロトコルの修正も不要であることが利点として
挙げられる。また、端末と eNodeB間で接続されるベアラ数が
削減されるため、モバイルネットワークのベアラ数削減だけで
はなく、無線ネットワークの資源の利用量も削減することがで
きる。一方、集約の対象となる端末数が、3つの手法の内で最
も小さくなるため、集約のために発生する遅延時間が大きく
なる。また、端末が近距離通信を行うためのネットワークデバ
イスを具備することも求められる。

3. 3 ベアラ確立手順
本節では、LTEにおいてアイドル状態からアクティブ状態に
なる際の、ベアラを確立する際のシグナリング手順に基づき、
S-GWおよび eNodeBで集約を行う方法、及び、それに基づい
た性能解析方法をまとめた。なお、通信集約を行わない場合の
アタッチ時及び通信時のシグナリング手順については、[13]に
基づいている。また、UEがネットワークにアタッチする際の
手順についても、通信集約を行う場合には手順の変更が必要
であるが、本報告においては性能解析の対象としてないため
省略する。
図 5(a)に、通信集約を行わない場合における、通信時のベ
アラ確立手順を示す。UEに通信が発生し、その状態がアイド
ルからアクティブになる際には、まず UE と eNodeB の間で
RRCコネクションを確立し、それを利用して MMEに対して
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(a) S-GW における通信集約

!"#!$%&'()*(%!#+,$-(

*./0!

12,'2!3(*&4-!#(5,$!(61*57!

!89:;<!

=>=(81?!

!<,3!@!

!<,3!@!

!<,3!@!

!<,3!@!

A./0!

&BB$!B&#!3(C!&$!$!

D!$.81(C!&$!$!

(b) eNodeB における通信集約
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(c) 端末のグループ化による通信集約

図 4 集約箇所が通信集約効率に与える影響

ネットワークサービスに対する要求を送信し、認証処理が行わ
れる。次に、通常の手順においては、MMEは S-GWに対して
その UEに対応する S5/S8ベアラのアクティブ化に関するリク
エストを送信する。

3. 3. 1 S-GWで集約する場合
図 5(b)に、S-GWで通信集約を行わう場合を示す。この場合

は、MMEが S5/S8ベアラのアクティブ化を直ちに行うのでは
なく、集約本数に応じた時間だけ待機してから、通信要求が発
生した複数の UEに 1つの S5/S8ベアラを対応付け、アクティ
ブ化を行う。その際、MMEは集約された複数の UEと S5/S8
ベアラの対応関係を管理し、それを S-GW及び P-GWに通知
する。その後、従来手法と同じ手順で S1 ベアラ (eNodeB と
S-GW 間のベアラ)が UE 毎に確立され、UE 群のパケット送
受信が行われる。

3. 3. 2 eNodeBで集約する場合
図 5(c)に、eNodeBで通信集約を行う場合における、通信時

のベアラ確率手順を示す。まず UEと eNodeBの間で RRCコ
ネクションを確立し、その後集約本数に応じた時間だけ待機
してから、通信要求が発生した複数の UE に 1 つの S5/S8 ベ
アラを対応付け、アクティブ化を行う。その後、アクティブ化
した S5/S8ベアラに対応する S1ベアラを 1本設定する。その
際、RRCコネクションの集約された UE群とベアラの関係は
P-GW及び eNodeBで管理される。一方、S-GWでは集約され
た UE 群に対する 1 組のベアラを用いたパケット中継となる
ため、従来手法と同等である。

3. 3. 3 端末グループ化を行う場合
端末をグループ化することで集約を行う場合は、グループ内

の 1台の UEが LTEネットワークに接続する。そのため、LTE
コアネットワークのベアラ確立手順の変更は不要となる。

4. 性 能 解 析
本章では、通信時のベアラ確立にかかる時間の解析結果を

示す。ベアラ確立時間は、通信手順において発生する遅延時間
T∗ と、通信集約のために待たされる時間 LA の和となる。

4. 1 通信手順において発生する遅延時間
まず、通信手順において発生する遅延時間 T∗の導出方法を示

す。シグナリングメッセージが各ノード間を伝播するためにか
かる伝播遅延時間を、UE-eNodeB間は τue、eNodeB-MME間
は τem、MME-SGW間は τms、eNodeB-SGW間は τes、SGW-
PGW間は τsp と定義する。これらの値はネットワーク構成に
よって決定されるため、通信集約手法の有無には影響を受けな
い。また、各ノードで 1つのシグナリングメッセージを処理に
するのにかかる処理時間を、UE は tu、eNodeB は te、MME
は tm、SGW は ts、PGW は tp とする。これらの値は各ノー
ドの処理能力と処理負荷によって決定される。決定方法は後述
する。
図 5 に示した各手法における通信手順を基に、各手順にお

いて必要となる時間を導出し、それを総和することによって求
める。紙面の都合上詳細は省略するが、通信集約を行わない場
合における通信時のベアラ確立にかかる時間 Tna は下記のよ
うに導出される。

Tna = LRRC + (4tu + 4te + 8tm + 5ts + 3tp)

+(10τue + 10τem + 5τms + 5τsp)

また、SGWにおいて通信集約を行う場合における通信時のベ
アラ確立にかかる時間 Tas は下記のように導出される。

Tas = LRRC + LA + (4tu + 4te + 7tm + 5ts + 3tp) + tma

+tsa + tpa + (10τue + 10τem + 5τms + 5τsp)

さらに、eNodeBにおいて通信集約を行う場合における通信時
のベアラ確立にかかる時間 Tae は下記のように導出される。

Tae = LRRC + LA + (4tu + 4te + 6tm + 5ts + 2tp) + 3tma

+tsa + tpa + tea + (10τue + 10τem + 5τms + 5τsp)

ここで LRRC は、RRC コネクションの確立にかかる時間と
する。

4. 2 ノードの処理遅延時間
次に、ノードの処理遅延時間 t∗ の導出方法を示す。各ノー
ドにおいてシグナリングメッセージを処理するためにかかる
時間は、シグナリングメッセージの到着頻度とノードの処理能
力に基づき、待ち行列モデルを用いて導出する。これにより、
通信集約にともなって変化する各ノードにおけるシグナリン
グ処理頻度がベアラ確立時間に与える影響を評価する。ここ
では、簡単のために、ノードで行われる処理はシグナリング
メッセージの到着の際に発生し、処理の内容に関わらず、ノー
ドにかかる負荷は同じであると仮定する。
まず、図 5に示した手順から、それぞれの手法において、UE
のベアラ確立のために必要となる、各ノードにおける処理回
数を導出した。ただし、手順の最初にある RRCコネクション
の確立にかかる処理は除いた。集約を行わない場合において
は、1台の UEあたり、UEで 4回、eNodeBで 4回、MMEで
6回、SGWで 5回、PGWで 2回の処理が発生する。したがっ
て、K 台の UEのベアラ確立のために必要な処理回数は、UE
で 4K 回、eNodeB で 4K 回、MME で 8K 回、SGW で 5K
回、PGWで 3K 回となる。SGWで集約度がK の集約を行う
場合において、1 本に集約される全ての UE のベアラ確立の
ために必要となる、各ノードにおける処理回数は、UEで 4K
回、eNodeBで 4K 回、MMEで (7K +1)回、SGWで (K +5)
回、PGWで (K + 3)回となる。ただし、集約のためにMME、
SGW、及び PGWで新たに発生する処理負荷は、集約度K に
比例した大きさであるとする。eNodeBで集約度が K の集約
を行う場合において、1本に集約される全ての UEのベアラ確
立のために必要となる、各ノードにおける処理回数は、UEで
4K 回、eNodeBで (4K + 1)回、MMEで (6K + 2)回、SGW
で (K + 5)回、PGWで (K + 3)回となる。ただし、集約のた
めに新たに発生する処理負荷は、集約度 K に比例した大きさ
であるとする。
これらの結果から、集約を行うことによって、特に SGW、

PGWでのシグナリング処理回数が大きく削減されることがわ
かる。これは GW間のベアラ数が集約度に応じて削減される
ためである。
上述の処理回数と、コアネットワークが収容する UEの総数
と、各 UEの通信頻度を与えることで、各ノードでのシグナリ
ング処理頻度を与えることができる。
各ノードにおいて必要となる処理時間は、並列数 r の

M/G/1/PS 待ち行列モデルを用いて導出する。M/G/1/PS 待
ち行列モデルにおいて、ジョブの到着率を λ、ワークロード分
布を S(x)、システム利用率を ρ = λ · E[S]とすると、リクエ
ストがサーバに到着してから、サービスが終了するまでの平
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(c) eNodeB で通信集約を行う場合

図 5 通信時のベアラ確立手順

均レスポンス時間 E[R]は、以下のように表される。

E[R] =
ρr

1 − ρ

E[S2]

2E[S]
+

1 − ρr

1 − ρ
E[S] (2)

ジョブの到着率として、シグナリング処理頻度を用いて、ワー
クロード分布は簡単のため指数分布とし、その平均値はノー
ドの処理能力に応じて決定することで、シグナリング処理に
かかる時間を導出する。

4. 3 集約待ち時間
最後に、通信時のベアラ確立手順のうち、手順開始時に必要

となる集約のために発生する遅延時間 LA の解析を示す。ここ
では、定期的に集約を行う場合のみを示すが、1本目が到着し
てからの時間経過に応じて集約する場合のおいてもほぼ同様
の解析手法が適用できる。
通信の集約には、集約される通信を待つための遅延時間 (以

降では集約待ち時間と呼ぶ)に加えて、集約箇所における集約
処理にかかる遅延時間 (集約処理時間と呼ぶ)が発生する。本
稿では簡単のために、集約処理にかかる遅延時間は十分小さ
いものとして、その大きさを無視する。
定期的に集約を行う場合には、集約箇所に到着する通信を発

生させる端末数が Na、集約度が K であることから、タイム
スロット長 ∆cyclic を K

Na
· T ′ とすることで、各タイムスロッ

トで集約される平均通信本数が K となる。簡単のため、1周
期に含まれるタイムスロット総数 Scyclic = Na

K
は整数 (Na は

K で割り切れる)と仮定する。
通信の到着が一様分布であることに留意すると、定期的な

集約を行う場合に、通信に発生する遅延時間の累積分布関数
Dcyclic(t) (0 <= t)は以下のようになる。

Dcyclic(t) =


t

∆cyclic
(0 <= t <= ∆cyclic)

1 (∆cyclic < t)
(3)

4. 4 数 値 評 価
本章では解析結果の数値例を示し、通信集約がベアラ確立

時間に与える影響を評価する。
評価においては、RRC コネクション確立に必要な時間で

ある LRRC は 45 msec とした。また、ノード間の伝播遅延
時間を、τue = 5 msec、τem = 7.5 msec、τms = 1 msec、
τes = 7.5 msec、τsp = 1 msecと定めた。
各ノードにおける、1つのシグナリングメッセージを処理の

するために必要な時間は指数分布に従う分布を持つものとし、
各ノードのメッセージ処理能力は、eNodeBが 1,000メッセー
ジ/秒、MME、SGW、および PGWは 10,000メッセージ/秒と
した。
図 6は、eNodeB数を 1,000台、MME、SGW、及び PGWを

それぞれ 1台ずつとし、端末の通信周期を 600秒とした時の、
収容する UEの総数とベアラ確立時間の関係を表している。図
には、集約度K を 10、100、1,000と変化させた場合の結果を
示している。なお、各グラフにおけるプロットは、システムの
利用率が 0.9999に達したところで終えている。
図から、集約度が大きくなると、通信集約を行う手法のベア

ラ確立間が悪化することがわかり、特に eNodeBで集約を行う
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図 7 集約度 K と収容可能な UE の総数の関係

場合のベアラ確立時間が大きいことがわかる。また、収容する
UE総数が小さくなっても、通信集約を行う手法のベアラ確率
時間が増大している。これらは、通信集約を行う手法において
は、集約のために待たされる時間が発生するためである。つま
り、収容する UEの総数が小さくなる、あるいは、集約度が大
きくなると、集約度に応じた通信が到着するのを待つための
時間が大きくなる。また、eNodeBで集約を行う場合は、集約
の対象となる UEが SGWで集約を行う場合に比べて小さいた
め、集約待ち時間がさらに増大する。
一方、集約を行うことで、収容可能な UE の総数が増加し
ており、その増大幅は、集約度が大きいほど大きく、また、
eNodeBで集約を行う場合の方が大きいことがわかる。これは、
通信集約を行うことで、MMEや GWが処理するベアラ数が削
減されるため、ノード負荷が下がるためである。また、解析結
果から、集約度 K に応じた通信を処理するためのノード負荷
に関して、SGWや PGWよりも、MMEのそれが大きいこと
がわかった。本評価におけるパラメータ設定はMME、SGW、
PGWの処理能力を等しくしているため、収容する UEの総数
が大きくなると、MMEの負荷が最も早く増大する。しかし、
通信集約を行う手法は MME におけるメッセージ処理頻度を
低下させ、その幅は eNodeBで集約を行う場合の方が大きいた
め、収容可能な UEの総数が増加する。
図 7に、集約を行わない場合と、SGWで集約を行い集約度

K を変化させた場合の、収容する UEの総数とベアラ確立時間
の関係を示す。図から、本評価におけるパラメータ設定では、
収容可能な UEの総数は、集約を行わない場合には約 750,000
であるのに対し、SGW において集約を行うことで、最大で
約 860,000まで増加することがわかる。これは、集約によって
MME や GW の負荷が低下するためである。また、集約度が
128より大きくなると収容可能な UEの総数はほとんど増加し
ない。また、収容する UE数が 800,000より大きい場合には、
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(b) K = 100 の場合
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図 6 収容 UE の総数とベアラ確立時間の関係
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図 8 MME の処理能力を 10 倍にした場合

収容する UE数に応じて集約度を適切に設定することで、ベア
ラ確立時間を小さく保てることがわかる。
図 8に、MMEの処理能力を十分大きくするために 10倍の

100,000メッセージ/秒とし、SGWの処理がボトルネックにな
る環境を想定した評価結果を示す。図から、MMEの処理能力
を十分大きくことで、集約を行わない場合においても収容可
能な UEの総数が増大するが、SGWにおいて集約を行うこと
による収容可能な UEの総数が増大幅が、図 7の場合に比べて
大きく、最大で約 6倍の UEを収容できることがわかる。これ
は、通信集約によるノード処理負荷の軽減度合が、MMEと比
べて大きいためである。

5. まとめと今後の課題
本報告では、M2Mサービスをモバイルコアネットワークに

効率的に収容するための手段として、通信集約手法に着目し、
数学的解析による性能評価を行った。性能評価はモバイルコア
ネットワーク内のベアラ数、及び端末がベアラを確立するまで
にかかる遅延時間に着目し、通信集約の利点と欠点を考慮し
た評価を行った。評価の結果、集約の度合を適切に設定するこ
とによって、ベアラ確立にかかる時間の増大を抑え、モバイル
コアネットワークが収容可能な端末数を増加することができ
ることを明らかにした。
今後の課題として、センサ端末などのM2M端末がデータ収

集を行う方法を検討し、端末グループ化によるモバイルコア
ネットワークの負荷軽減方法との関係を明らかにすることが挙
げられる。また、M2M端末の通信に見られる周期性を予測・
同定し、それに応じて動的にモバイルコアネットワーク内での
制御を行う手法などの検討が挙げられる。
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